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次世代ブロードバンド戦略 2010 
－ 官民連携によるブロードバンドの全国整備 － 

 
 

平成 16年 12月に総務省において公表した「u-Japan政策」及び本年 1月にＩＴ戦略
本部で決定された「ＩＴ新改革戦略」等において 2010年度を目標年度とするブロードバン
ドの全国整備の方針が示されたところである。 
「次世代ブロードバンド戦略 2010」は、この方針を受けて、総務省として 2010 年度へ
向けたブロードバンド・ゼロ地域の解消等の整備目標、ロードマップの作成等の整備の基

本的な考え方、官民の役割分担、関係者による推進体制の在り方を明らかにするもので

ある。 
今後、総務省では、本戦略を踏まえ、ブロードバンドの全国整備を積極的に推進して

いくこととする。 
 
 
 
○ 整備目標 1 

2010年度までに、 
①ブロードバンド・ゼロ地域を解消する。 
（その過程において、ブロードバンド・ゼロ市町村 2を 2008年度までに解消する。） 
②超高速ブロードバンド 3の世帯カバー率 4を 90%以上とする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

1 「u‐Japan政策」（平成 16年 12月 総務省）、「IT新改革戦略」（平成 18年 1月 IT戦
略本部）及び「ICT政策大綱」（平成 17年 8月 総務省） 【参考 1】 

2 ブロードバンド・ゼロ市町村：ブロードバンド・ゼロ地域（FTTH、ADSL、ケーブルインター
ネット等いずれのブロードバンド・サービスも全く利用できない世帯が存在する地域）が、全
域に及ぶ市町村。 

3 超高速ブロードバンド：上り（アップロード）・下り（ダウンロード）の双方向とも 30Mbps 級以
上であるブロードバンドを想定。 

4 世帯カバー率：ブロードバンド・サービスエリア内の世帯数が全世帯数に対し占める比率。 

Ⅱ．２０１０年度へ向けたブロードバンドの整備目標 
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１． 基本的な考え方 1 

（１） ブロードバンド整備における原則 

○ 民間主導原則と国による公正競争の確保・投資インセンティブの付与、技術中立

性の確保 

ブロードバンド整備は、引き続き民間主導原則の下、国において適切な競争政策

を行うとともに、事業者に対して投資インセンティブを付与 2 することにより、これを促

進する。 
その際、原則として、技術中立的な立場で多様な技術によるブロードバンドの全国

整備を図る。 
 
（２） 条件不利地域等投資効率の悪い地域における整備 

① 関係者の連携と推進体制の構築によるロードマップに沿った整備 

ブロードバンド・ゼロ地域に代表されるような、民間投資のみでは整備が進みにく

い条件不利地域等においては、事業者・国・都道府県・市町村・地域住民等の関係

者が連携 3し、それぞれが適切な役割を果たすことが必要である。 
このため、全国レベル及び地域レベルにおいて、関係者の協議の場・推進体制を

積極的に設置し、ロードマップを作成してこれに沿った整備に取り組むことが望まし

い。〔 ３．関係者による推進体制 参照〕 

② 地域のニーズ等に応じた多様な技術が利用できる環境の整備 

このような地域においては、投資効率を勘案しながら、地域のニーズや実情に応

じた適切な技術が利用できる環境の整備 4を図る。 

③ 自治体光ファイバ網の開放等による効率的な整備の推進 

このような地域においては、①地方公共団体が自己設置する光ファイバ網の民間

開放５や、②無線によるワイヤレス・ブロードバンド技術等の導入を積極的に促進し、

効率的な整備を推進する。 
 
（３） 積極的な需要喚起・利活用の促進 

ブロードバンドの効用や利活用方策をイベント等の機会を捉えて継続的に利用者に

提示することは、加入者増と安定的な維持運用につながる。このため、関係者は周知

啓発活動やアプリケーション開発等による需要喚起や利活用の促進にも積極的に取り

組むことが望ましい。 
 

 
 

Ⅲ．今後のブロードバンド整備の在り方 
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1 全国でブロードバンド・サービスを利用可能とするために、民主導を原則に置き、公正な
競争を確保しつつ、事業者に対する投資インセンティブの付与、地域公共ネットワークの

全国整備・共同利用や地域の創意工夫を引き出す等の国による必要に応じた支援、及び

ブロードバンド無線アクセス、UWB、PLC のような新たな電波利用システム等の実現を図
る。（IT新改革戦略） 

2 国は、接続ルール等の適切な競争政策を行うとともに、電気通信基盤充実臨時措置法
（平成 3年法律第 27号）により事業者に対する投資インセンティブを付与する等、民間主
導による整備を促進する。 

3 地理的条件や地域の有する資源、住民のニーズ等は地域により多様であると考えられる
ことから、2010 年度までに効率的に整備を推進するため、各地域における関係者の連携
が極めて重要。また、このような地域の取組みを促し、支援するためにも、全国レベルにお

ける連携も必要。 
4 多様な技術及びそれらの融合技術等、地理的条件や利用形態によって様々な技術が利
用できることが必要である。したがって、国としては技術中立的な立場でブロードバンドの

全国整備を図りつつ、それぞれの地域においては、ニーズに応じた適切な技術が利用で

きる環境の整備を図っていく。 
５ 民間開放が円滑に進むよう、総務省において「地方公共団体が整備・保有する光ファイバ

網の電気通信事業者への開放に関する標準手続（第 2版）」を策定している。 
 

２．役割分担 

今後のブロードバンド整備、特に条件不利地域等における整備にあっては、以下の関

係者のそれぞれにおいて、次のような役割が期待される。 

（１） 事業者 

・ ブロードバンド未整備地域における積極的な整備、地域公共ネットワーク等の活用 
・ ブロードバンド・サービスの提供エリアや今後の整備見通し等に関する情報の積極

的開示・公表 
・ 地域における効用・利活用方策等の提示による需要喚起・利活用の促進 
・ 全国レベル及び地域レベルでの関係者の協議への積極的参加 

（２） 地方公共団体 

 ① 都道府県 

・ 地域レベルでの推進体制整備やビジョン（整備目標・ロードマップ等）の作成等、

地域での枠組み作り 
・ 関係市町村に対する財政支援、専門的知見・経験を有する人材支援、情報・ノウ

ハウの提供等の支援 
・ 事業者・市町村等との連携による需要喚起・利活用の促進 

② 市町村 

・ 域内住民（特に未整備地域住民）の需要の内容・規模等の実態把握 
・ 事業者・都道府県等との連携による地域ごとの整備計画の策定、地域公共ネットワ

ーク等の開放 
・ 地域における効用・利活用方策等の提示による需要喚起・利活用促進 
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（３） 国 

・ 公正競争条件の整備 

接続ルール、コロケーションルール等 
・ 事業者に対する投資インセンティブの付与 

電気通信基盤充実臨時措置法に係る利子助成等 
・ 地域における取組みに対する支援 

地域情報通信基盤整備推進交付金、地方財政措置（過疎対策事業債等）、地域

公共ネットワークの全国整備の推進 1 及び地方公共団体整備による光ファイバ網の

積極的開放、「地方公共団体が整備・保有する光ファイバ網の電気通信事業者への

開放に関する標準手続（第 2版）」の周知徹底、仕様の標準化等 
・ 無線技術等多様な技術の導入促進 

広帯域無線システム等に関する技術基準の策定や周波数の確保等、条件不利

地域等におけるブロードバンド技術についての研究開発・実証実験 
・ 関係者の協議の場の設置促進 

事業者、都道府県、市町村等から成る全国レベルの推進体制の構築促進、地域

の実情に応じた地域レベルの推進体制の構築促進 
・ 情報の整備・公表 

ブロードバンド・サービスの提供エリア内の世帯数や光ファイバの整備状況等に関

する情報の整備・マップ化等 
・ 需要の喚起・利活用の促進 

利活用に関する調査研究の実施や利活用モデルの提示による需要の喚起 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

1 2010年度までに全国整備（100%）を推進。2005年 7月現在 72%の地方公共団体で整備。 

一般利用者

地域住民○ 公正競争条件の整備

○ 民間事業者や地方公共団体

に対する支援措置

○ 需要の喚起、利活用の促進

○ 技術開発・実証実験・実用化

○ 情報の整備及び開示・公表等

○ 事業計画（投資計画、サービス
提供計画等）の策定

○ 未整備地域を含む積極的投資

○ 情報の開示・公表（サービス・
エリア情報等）

○ 加入の促進

○ 需要の喚起

（都道府県）
○ ビジョンの策定（整備目標・ロードマップ等）

○ 市町村に対する財政的支援

○ 市町村に対する人材、情報面での支援

○ 需要の喚起、利活用の促進

（市町村）
○ 地域の需要等実態の把握

○ 都道府県、事業者、地域社会との連携に

よる整備計画の策定・整備推進

○ 需要の喚起、利活用の促進

事業者

国 地方公共団体

全国レベル・地域レベル
における関係者の協議

一般利用者

地域住民○ 公正競争条件の整備

○ 民間事業者や地方公共団体

に対する支援措置

○ 需要の喚起、利活用の促進

○ 技術開発・実証実験・実用化

○ 情報の整備及び開示・公表等

○ 事業計画（投資計画、サービス
提供計画等）の策定

○ 未整備地域を含む積極的投資

○ 情報の開示・公表（サービス・
エリア情報等）

○ 加入の促進

○ 需要の喚起

（都道府県）
○ ビジョンの策定（整備目標・ロードマップ等）

○ 市町村に対する財政的支援

○ 市町村に対する人材、情報面での支援

○ 需要の喚起、利活用の促進

（市町村）
○ 地域の需要等実態の把握

○ 都道府県、事業者、地域社会との連携に

よる整備計画の策定・整備推進

○ 需要の喚起、利活用の促進

事業者

国 地方公共団体

全国レベル・地域レベル
における関係者の協議
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３．関係者による推進体制（１（２）①関連） 

（１） 全国レベルの推進体制 

全国レベルでの推進体制においては、事業者、都道府県、市町村等の参加を得て、

以下のような事項に取り組むこととする。 
① ブロードバンドの全国整備の意義と必要性、地域における取組みの必要性に関

する認識の共有 
② 地域における取組みに関する基本的な方向性の提示（各地域におけるロードマ

ップの作成方針とこれに沿った整備の推進）、情報・ノウハウの提供等による支援・

促進 
③ ブロードバンドの全国的な整備状況や国・地方公共団体の施策、地域での取組

事例等に関する情報共有、各種周知啓発活動 

（２） 地域レベルの推進体制 

各地域レベルにおいても、事業者、地方公共団体等の参加を得た推進体制が構築

されることが必要であり、以下のような事項に取り組むこととする。 
① 全国レベルの推進体制が示す方向性を踏まえ、具体的な取組事項等について、

地域ごとに検討 
② 都道府県を単位とすることを原則としつつ、地域の実情に応じてロードマップを

作成 
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以下の目標を整理したものを、本戦略における整備目標としている。 

 
 
○「u-Japan政策」（平成 16年 12月 総務省） 

８．１ ユビキタスネットワーク整備に向けた新たな目標 
（前略）新たな目標として「2010年までに国民の 100％が高速または超高速を利用
可能な社会に」を設定することを提言する。（後略） 

 
 

○「IT新改革戦略」（平成 18年 1月 19日 IT戦略本部） 

２．IT基盤の整備 
（１）デジタル・ディバイドのない IT社会の実現 
目標 

2011 年 7 月を目標として、「いつでも、どこでも、何でも、誰でも」使えるデジタ
ル・ディバイドのないインフラを実現することで、ユビキタス化を推進する。 
１．2010 年度までに光ファイバ等の整備を推進し、ブロードバンド・ゼロ地域を
解消する。 

 
 

○「ICT政策大綱」（平成 17年 8月 総務省） 

Ⅱ 各論 
１．ユビキタスネットワーク整備～シームレスで快適なユビキタス社会へ 
（１）地理的デジタル・ディバイドの解消 

[対応策] 
① 2008年までにブロードバンド・ゼロ市町村を解消、2010年までにブロード
バンド・ゼロ地域を解消し、ブロードバンド基盤の全国的整備を実現する。 

② 国際競争力の強化等の観点から、2010年までに上り 30Mbps級以上の次
世代双方向ブロードバンドの世帯カバー率を 90％以上とする。 

（参考１） 

政府の ICT政策におけるブロードバンドの整備目標 
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小規模遠距離離島

中距離離島 近距離離島

海底ケーブル
無線18GHzアクセス

無線2.4GHzアクセス
FTTH

衛星ブロードバンド

地域公共ネットワーク

FTTR（光ファイバ＋ADSL）

FTTH

ﾘｰﾁDSL

ADSL

FTTH

簡易 局舎
ＲＴ局舎

ADSL

無線LAN
高速無線LAN

光無線＋ADSL 地上デジタル放送

WiMAX等＋ADSL

移動WiMAX等

市役所

学校

支所
（旧町村役場）

公民館

公民館
NTT局舎

学校
市立病院

分校

CATVセンター

ﾉｰﾄﾞ
ケーブルインターネット（HFC）

光ファイバ

無線＋ADSL

WiMAX等

衛星
地球局

鉄塔

合併後に接続した
地域公共ネットワーク

鉄塔

鉄塔

鉄塔

光ファイバ

メタル ケーブル

メタルケーブル 光ファイバ

情報家電ネットワーク
（UWB、PLC等）

ｕ－Ｊａｐａｎの基盤となる100％ブロードバンド・ネットワークのイメージ

２０１０年度におけるブロードバンド整備像 

１．100％ブロードバンド・ネットワークの実現イメージ 

  2010 年度において、ブロードバンド・ゼロ地域が解消した場合の「100％ブロードバ
ンド・ネットワーク」の実現イメージは、次のとおりと考えられる。 

（１） 全般的には、多様な有無線技術 1 がシームレスに連携・融合し、全国においてい

ずれかのブロードバンド・サービスにアクセスが可能となる。 

（２） 投資効率が悪い地域では、投資効率と地域のニーズを反映した形 2 で実現され

る。具体的には、ADSLやケーブルインターネットに加え、 
① 無線 LAN等によるワイヤレス・ブロードバンド 3 
② 「無線＋ADSL/VDSL」、「光ファイバ＋光無線」、「光ファイバ＋ADSL（いわ
ゆる FTTR（Fiber To The RT））」等、有無線の融合型ブロードバンド 4 
等により整備されると考えられる。 

（３） これらの多様なブロードバンド・サービスのうち、FTTH を中心とした超高速ブロー
ドバンドが、全世帯の 90％で利用可能となる 5。 

（参考２） 
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1 ①超高速ブロードバンドの核となる FTTH のほか、②迅速な整備が可能で低コストの

ADSL、③地域のインフラ基盤であるケーブルインターネット及びその超高速化技術
（c-Link、DOCSIS Ver.3）、④有線の補完等に有効な無線（FWA、無線 LAN等）、⑤離
島等の条件不利地域における利用等に有効な衛星ブロードバンド技術等が考えられる。 

2 民間主導による整備においては、投資効率の良い都市部から順次投資が進展する。しか
し、投資効率の悪い条件不利地域等においては、民間のみによっては整備が進みにくく、

地域の事情を踏まえた市町村等の地方公共団体や地域住民の意向等、地域のニーズを

反映した形で実現すると考えられる。 

２．ブロードバンドの利活用イメージ 

  地域においてブロードバンドを整備し、その利活用を図るイメージとしては、以下のよ

うな事例が参考となる。 

（１） 医療・福祉分野 

① 遠隔診断支援（いわて医療情報ネットワーク〔岩手県〕） 
② 家族から高齢者宅への定期的な声がけ（見守りサービス〔宮崎県木城町〕） 

（２） 観光産業・地場産業 

① 観光地の宿泊施設の予約・発注環境の整備〔北海道ニセコ町〕 
② 地場産品販売の売上実績や出荷予測分析（彩（いろどり）事業〔徳島県上勝町〕）

（３） その他、教育分野や雇用対策分野等 

① ｅラーニング基盤の提供（インターネット市民塾〔富山県 ほか〕） 
② 雇用支援の充実 

※ 彩（いろどり）事業とは
○ 彩（いろどり）とは日本料理の季節感を
演出する「つまもの」の上勝町産品の
ブランド名。

○ 女性や高齢者が生産主体で、通常、
庭先や裏山の木から葉を採取する。

○ 年間売上高は2億円に達し、町の主力
産業の一つ。月額収入が100万円以上
を超える生産者もいる。

明日の出荷目
標・売上実績を
確認

FAX

生産者（１９０名 平均年齢７０歳）

「南天」が不足。
誰か取れます
か？

収穫へ

収穫へ

動く

山や谷へ、いろどりを採取

今日はいくら
で売れたかの
～
明日の出荷目
標は？どの品
目が高く売れ
るかの～

品目不足時などは同
報無線ＦＡＸも利用

情報センター（株式会社いろどり）

出荷予想（分析）・
売上実績などをサー
バーへ蓄積

受注システムの性能
向上

集出荷支援システム

集出荷場（ＪＡ上勝選果場）

集荷状況を情報センターへ連携

全国へ出荷

いろどり専用ＰＣ

同報無線
受信機

考える（明日の戦略）

季節や天候により
需要規模や品目が変化

高齢者が多いことや地理的条件（山間
部）から、各地区ごとに、収穫した「い
ろどり」を集め、トラックなどで集出荷
場へまとめて運び込む

● 高齢者や女性が生産している地場産品（紅葉の葉等の料理用つまもの）について、情報センター、農協及び
生産者をつなぎ、売り上げ実績出荷予測分析の情報共有等を行う。

● ＦＴＴＨ（光ファイバ化）（総務省の補助金を活用）により、現在の一方的な情報提供から、互いの顔を見
ながらの「双方向リアルタイム販売戦略会議」を実施し、さらなる品質向上へ

サーバー

彩情報ネットワーク彩情報ネットワーク
加入者系光ファイバ網

（ＦＴＴＨ）

【彩（いろどり）事業】（徳島県上勝町)

楽しむ・喜ぶ

売上成果、予想的中

指先の運動

インターネット

高品質な動画を使って
出荷物品質向上のノウ
ハウ伝授

本事業は平成17年度加入者系光ファイバ網設備整備事業により光ファイバ網を整備済み（平成18年7月サービス開始）。
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3 昨今では、無線 LAN や広帯域無線アクセスシステム（WiMAX 等）等、無線によるワイヤ
レス・ブロードバンド技術の進展も目覚ましく、特にブロードバンド・ゼロ地域など、整備の

遅れた地域において有線ネットワークを補完する場合や、移動中の運用を想定したネット

ワークを構築する場合に有効であると考えられる。  
4 上記１の多様な技術を地理的条件や利用形態により様々な形で連携・融合させる。 
5 超高速ブロードバンドは、FTTH の他に、ケーブルインターネットの超高速化技術や広帯

域無線アクセスシステム等により整備が図られると考えられる。双方向による動画・映像伝

送等高度な利活用を考慮すれば、将来的には超高速ブロードバンドが全国整備されるこ

とが望ましいが、当面 2010年度における超高速の整備目標を 90％とする。 
超高速化技術のうち、光ファイバは、高速大容量性や安定性といった機能面において

優れた特性を有しているとともに、多様なブロードバンドのバックボーン回線としても必須の

ものである。このため、超高速ブロードバンドの利用環境整備を図る観点からは、その早期

の全国整備が実現することが望ましい。 
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整備の現状とブロードバンド・ゼロ地域の概観・課題 

１．整備の現状 

（１） 整備状況 

    ブロードバンドの整備は着実に進捗しているが、未整備地域も残されている。 
① いずれかのブロードバンドが利用可能 
・ 全世帯の約 94％（4,733万世帯）で、いずれかのブロードバンドが利用可能 
・ 全市町村の約 98％（1,803市町村）で、その全部又は一部地域で利用可能 
② ブロードバンド未整備 
・ 全世帯の約 6％（306万世帯）が全く利用できないブロードバンド・ゼロ地域 
・ 全市町村の約 2％（40市町村）がブロードバンド・ゼロ市町村 

（２） 地域間格差の現状 

ブロードバンド・ゼロ地域の世帯（306万世帯）について都道府県別に見ると、 
   ゼロ地域の世帯の全世帯に対する比率は「1％以下」～「20％以上」と格差大。 
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（参考３） 
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  〔ブロードバンドの整備状況：平成 18年 3月末現在〕 

いずれかのブロードバンド 利用可能 未整備 
世帯数 4,733万世帯 

（93.9％） 
306万世帯［ゼロ地域］ 

（6.1％） 
市町村数 
（平成 18年 4月 1日区分）

1,803団体 
（97.8％） 

 40団体［ゼロ市町村］ 
（2.2％） 

同上 
（平成 16年４月 1日区分）

2,994団体 
（95.9％） 

129団体［ゼロ市町村］ 
（4.1％） 

FTTHサービス 利用可能 未整備 
世帯数 4,015万世帯 

（79.7％） 
1,024万世帯 
（20.3％） 

市町村数 
（平成 18年 4月 1日区分）

986団体 
（53.5％） 

857団体 
（46.5％） 

同上 
（平成 16年 4月 1日区分）

1,191団体 
（38.1％） 

1,932団体 
（61.9％） 

※ 利用可能欄の市町村数には、一部地域に提供している場合も含む。 
なお、ここでいうブロードバンドは、一般世帯や事業所で固定的に利用される FTTH、

ADSL、ケーブルインターネット、無線（FWA）を対象としている。 
 
  〔ブロードバンド・サービスの契約数：平成 18年 3月末現在〕 

 ブロードバンド
合計 FTTH ADSL ケーブル 

インターネット
無線 
（FWA） 

契約数 
 

2,330万 
 

546万 1,452万 331万 1.6万 

※ ブロードバンド合計：FTTH、ADSL、ケーブルインターネット、無線（FWA）の合計。 
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1 ①から⑥の６つの課題に関する詳細は以下のとおり。 
① 比較的整備コストの低いADSLサービスも提供されない、極めて世帯数が少ない等需
要規模が著しく小さい場合が想定される。 

② 線路敷設を要する光ファイバの場合は、面積の大きさや主要都市から遠いこと等が整

備コスト増につながり、ADSL の場合は、収容局が通常無人の小規模局（いわゆる RT
（Remote Terminal）局）であって簡易局舎等を新たに設置する必要がある等が考えら
れる。 

③ 山間部や離島等の場合、収容局（RT 局であることが通例）からバックボーンにつなが
る中継系光ファイバの芯線や回線容量が不足又は欠如している場合が考えられる。 

④ ADSL の場合、収容局からの距離が概ね 4km を超える場合には、高速回線としては
実用に耐える通信速度が出ないことがある。 

⑤ 本土からのアクセスの悪い離島等、人口が少なく、都市部からのアクセスに制約がある

地域の場合、障害発生時等の対応要員の確保が困難であるなど、保守管理体制の整

備が難しいことが阻害要因となることが考えられる。また、地方公共団体内にネットワーク

分野での知見・経験を有する人材が一般的に不足していることが、整備推進の阻害要

因となる場合がある。 
⑥ 投資効率の悪い地域においてインフラ整備を行う場合、インターネット・アクセスのほか、

料金の低廉な IP電話、映像伝送（放送難視聴地域における放送再送信を含む）、行政
からの情報提供等及びこれらの統合型サービス等、多様なニーズに対して最も効率的

な投資で応える必要がある場合が見られる。 
 

２．ブロードバンド・ゼロ地域の概観と課題 

（１） ブロードバンド・ゼロ地域の有する地理的条件 

ブロードバンド・ゼロ地域は、市町村の一部地域である場合から全域に及ぶ場合

まで様々であるが、一般にゼロ地域には、次のような地理的条件を有している傾向

が見られる。 
① 面積に比較して、世帯密度が著しく低い 
② 地域の主要都市や市街地から比較的遠い 
③ 他地域へのアクセスが困難又は基幹交通網からの距離が遠い 

（２） ブロードバンド・ゼロ地域が抱える課題 

ブロードバンド・ゼロ地域は、上記（１）のような地理的条件その他の事情から派

生する、次のような課題 1 を抱えている。このため、こうした課題の解決を図ること

が、ゼロ地域の解消につながるものと考えられる。 
① 需要規模の著しい不足 
② 相対的に高い整備コスト 
③ 中継系光ファイバの不足 
④ 収容局からの距離による信号の減衰（ADSLの場合） 
⑤ 事業者・地方公共団体における人材の不足 
⑥ 多様な目的に対し効率的な投資により対応する必要性 
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用 語 集 
 

索引 用 語 用語解説 

Ａ ＡＤＳＬ  Asymmetric Digital Subscriber Line の略。加入者宅の既存のメ

タルケーブル（電話線）にＡＤＳＬモデム等を接続することにより、

電話サービスと同時に高速インターネットアクセスを可能とする技

術。 

Ｃ ＣＭＳ  Contents Management System の略。Ｗｅｂコンテンツを構成する

テキストや画像、レイアウト情報などを一元的に保存・管理し、サ

イトを構築したり編集したりするソフトウェアのこと。広義には、

デジタルコンテンツの管理を行なうシステムの総称。 

 ＣＡＴＶ Community Antenna Television の略。テレビの有線放送サービス。

山間部や人口密度の低い地域など、地上波テレビ放送の電波が届き

にくい地域でもテレビの視聴を可能にする技術。 

Ｄ ＤＳＬ Digital Subscriber Line の略。電話線を使って高速なデジタル

データ通信をする技術の総称。ＡＤＳＬ、ＶＤＳＬが一般的。 

 ＤＳＬＡＭ  Digital Subscriber Line Access Multiplexer の略。複数のｘＤ

ＳＬ回線を束ね、ルータなどの通信機器と接続して高速・大容量な

基幹回線(バックボーン)への橋渡しを行なう集線装置。 

Ｅ e-Japan 戦略 e-Japan 戦略とは、内閣の「高度情報通信ネットワーク社会推進

戦略本部（ＩＴ戦略本部）」が 2001 年１月にまとめた国の情報化の

基本戦略のこと。（全ての国民が情報通信技術を活用できる日本型Ｉ

Ｔ社会を実現するという構想を持ち、「市場原理に基づいて民間が最

大限に活力を発揮できる環境を整備し、５年以内に世界最先端のＩ

Ｔ国家となることを目指す」ことを目的に掲げている。） 

 ＥＣ Electronic Commerce の略。「電子商取引」を参照。 

Ｆ ＦＯＮ 

 

 

 個人が構築した小規模な無線 LAN を共有することによって一大無

線ネットワークを築き上げようとするプロジェクトのこと。スペイ

ンで起業した同名のベンチャー企業によって、2005 年 11 月からプ

ロジェクトが推進されている。 

 ＦＴＴＨ  Fiber To The Home の略。通信事業者の収容局から加入者宅まで

光ファイバで結び、超高速インターネットアクセスを可能とする技

術。集合住宅では光ファイバ＋ＶＤＳＬという組み合わせのことも

言う。 

 ＦＷＡ  Fixed Wireless Access の略。加入者宅までを無線により結び、

使用周波数帯によって超高速又は高速インターネットアクセスを可

能とする技術。 

Ｈ ＨＦＣ  Hybrid Fiber Coax の略。ＣＡＴＶ網のネットワーク構成方法の

一つで、光ファイバと同軸のケーブルを組み合わせたもの。 

Ｉ ＩＰ Internet Protocol の略。インターネットによるデータ通信を行

うための通信規約。 

 ＩＰ電話  通信ネットワークの一部又は全部においてＩＰ（インターネット

プロトコル）技術を利用して提供する音声電話サービス。 

 ＩＰマルチキャスト  インターネット等のＴＣＰ／ＩＰネットワーク上において、複数

の相手に一斉に同じデータの送信を行うためのＩＰの追加仕様のこ

と。 

 ＩＰＴＶ  Internet Protocol Television の略。ＩＰを利用してデジタルテ

レビ放送を配信するサービスのこと、またはその放送技術の総称。 

 ＩＲＵ  Indefeasible Right of User の略。関係者の合意がない限り、破
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棄または終了させることができない長期安定的な設備等の使用権・

契約。 

 ＩＳＤＮ  Integrated Services Digital Network の略。電話やＦＡＸ、デ

ータ通信を統合して扱うデジタル通信網。日本では NTT が「ＩＮＳ

ネット」の名称でサービスを提供している。 

Ｌ ＬＡＮ  Local Area Network の略。より対線や同軸ケーブル、光ファイバ

などを使って、同じ建物の中にあるコンピュータやプリンタなどを

接続し、データをやり取りするネットワーク。 

Ｎ ＮＧＮ  Next Generation Network の略。ＩＰをベースとしたネットワー

ク基盤で、ＱｏＳやセキュリティを向上させ、電話網を代替できる

ネットワークとして検討が進められている。ＮＧＮでは、従来の電

話網がもつ品質を保つとともに、高度なセキュリティも確保できる

ため、ＩＰ電話やテレビ会議、ストリーミングなどさまざまなマル

チメディアサービスの提供を柔軟に行えるようになる。 

Ｏ ＯＮＵ  Optical Network Unit の略。光ファイバ加入者通信網において、

パソコンなどの端末機器をネットワークに接続するための装置。 

Ｐ ＰＣ  Personal Computer の略。パソコン。 

 ＰＬＣ  Power Line Communicationの略。電力線を通信回線として利用す

る技術。電気のコンセントに通信用のアダプタ(ＰＬＣモデム)を設

置してパソコンなどをつなぐことにより、数 Mbps～数百 Mbps のデ

ータ通信が可能となる。 

 ＰＯＮ  Passive Optical Network の略。加入者系光ファイバ網の途中に

分岐装置を挿入して、１芯の光ファイバを複数の加入者で共有する

技術。 

Ｒ ＲＴ／ＲＴ－ＢＯＸ局  Remote Terminal の略。収容局（通常はＮＴＴの電話局）の内、

回線数が少ないエリアにおいて、遠隔多重加入者線装置を収容する

電話局。 

Ｓ ＳＬＴ  Subscriber Line Terminalの略。ＦＴＴＨの収容局側の光電変換

装置で、ルータなどの通信機器と接続する。電気通信事業者の加入

者線収容局に設置される。 

 ＳＯＨＯ  Small Office Home Officeの略。会社と自宅や郊外の小さな事務

所をコンピュータネットワークで結んで仕事場にしたもの。あるい

は、コンピュータネットワークを活用して自宅や小さな事務所で事

業を起こすこと。 

 ＳＳ  Single Star の略。加入者系光ファイバ網で１芯の光ファイバを

１加入者で占有する技術。 

 ＳＴＢ  Set Top Box の略。テレビに接続して様々なサービスを受けられ

るようにする機器の総称。ＣＡＴＶサービスで使われるものが一般

的。 

 ＳＮＳ  Social Network Service の略。人と人とのつながりを促進・サポ

ートするコミュニティ型のＷｅｂサイト。最近は新たな人間関係を

構築する場を提供する会員制のサービスが増えている。 

Ｕ u-Japan 政策  「いつでも、どこでも、何でも、誰でも」ネットワークに簡単に

つながるユビキタスネット社会を実現するための政策。平成 16 年

12 月に総務省が策定・公表。 

Ｖ ＶＯＤ Video on Demand の略。「ビデオ・オン・デマンド」を参照。 

Ｗ ＷＤＭ Wavelength Division Multiplexing の略。「波長分割多重方式」

のことで、複数の異なる波長の光信号を多重化し、１本の光ファイ

バで伝送する技術。すでに敷設された光ファイバ網では、通信容量

を飛躍的に増大できる。 
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 Ｗｅｂ2.0  従来のインターネットによるサービスやユーザー体験を通じた新

しいＷｅｂのあり方に関する総称。コンテンツやサービスの新しい

提供の仕方。 

Ｙ You Tube ユーチューブを参照。 

あ アプリケーション コンピュータによるサービスを実現するためのソフトウェアやコ

ンテンツ。 

い インターネット  個々のコンピュータ通信ネットワークを相互に結び、世界的規模

で電子メールやデータ通信などのサービスを行えるようにしたネッ

トワーク。 

う ウェブ 2.0 Ｗｅｂ2.0 を参照。 

え 遠隔医療  映像を含む患者情報の伝送に基づいて遠隔地から診断、指示など

の医療行為及び医療に関連した行為を行うこと。 

か 加入者系回線  電気通信事業者の設備（電話局等）と加入者の間を結ぶ回線。 

き 基盤法 電気通信基盤充実臨時措置法の略称。ブロードバンド等の情報通

信インフラの整備を促進するため、本法律に基づき各般の措置を講

じている。 

く クアドルプル・プレイ  音声通話とネット接続、映像配信の「トリプル・プレイ」に加え、

携帯電話サービスも提供するサービス。 

こ 告知放送  緊急災害情報や行政情報等を住民に知らせる放送。 

 コンテンツ  インターネットやケーブルテレビなどの情報サービスで提供され

る文書・音声・映像・ゲームソフトなどの個々の情報。 

さ サーバー 

（Server） 

コンピュータネットワークにおいて、クライアントコンピュータ

に対し、自身の持っている機能やデータを提供するコンピュータの

こと。 

 再送信同意 有線を使った放送事業者が地上波放送を再送信する際に必要な、地

上波放送事業者の同意。 

せ セキュリティ  本書では、コンピュータを利用する上での安全性。コンピュータ

への不正アクセスやデータの改竄(かいざん)などの問題を扱う分

野。 

た ダイヤルアップ 電話回線やＩＳＤＮ回線などの公衆回線を通じてインターネット

や社内ＬＡＮに接続すること。 

ち 地上デジタル放送 地上の電波塔から送信する地上波テレビ放送をデジタル化したも

の。デジタル化によって、高画質化(ハイビジョン放送)や多チャン

ネル化、データ放送、移動受信(携帯電話など)向け放送などの新し

い放送サービスが可能になる。 

 地域イントラネット 地方公共団体等が行う地域の教育、福祉、医療、防災等の高度化

を図るため、役所を中心とした公共施設を結ぶ地域公共ネットワー

ク。 

 中継(系)回線  電気通信事業者の通信回線の内、電話局間や都市間等、局より上

位の回線。 

て デジタル・ディバイド パソコンやインターネットなどの情報技術(ＩＴ)を使いこなせる

者と使いこなせない者の間に生じる待遇や貧富、機会の格差。個人

間の格差の他に、国家間、地域間の格差を指す場合もある。 

 テレワーク 

（Teleworking） 

通信ネットワークを利用して、オフィス以外の場所で働く労働形

態のこと。実際の労働場所にもよるが、在宅勤務の一形態とも考え

られる。 

 電子取引・電子商取引

（ＥＣ） 

インターネットなどのネットワークを利用して、契約や決済など

を行なう取引形態。 

と トリプル・プレイ  通信回線で、インターネット接続、電話（ＩＰ電話など）、映像配

信の３つのサービスを一体として展開すること。 
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は バックボーン回線  通信事業者間を結ぶ大容量の基幹通信回線。インターネットサー

ビスプロバイダ内の接続拠点間を結ぶ回線や、プロバイダと他のプ

ロバイダやＩＸ (事業者間相互接続ポイント)を結ぶ回線。 

ひ 光無線 電波より遥かに短い波長の赤外線レーザを空間に飛ばし、距離の

制限はあるものの光ファイバ並の超高速通信を可能とする技術。 

 ビデオ・オン・デマン

ド 

 ユーザーの要求に応じて、映画やテレビ番組などの映像を即座に

見られるサービス。 

ふ ブログ（blog） ホームページの形式の一種で、日記風のホームページ。「ウェブロ

グ（Ｗｅｂｌｏｇ）」を略した言葉で、「Ｗｅｂ上に残される記録」

というような意味。 

 ブロードバンド 高速通信回線の普及によって実現される次世代のコンピュータネ

ットワークと、その上で提供される大容量のデータを活用した新た

なサービス。 

む 無線ＬＡＮ  無線通信でデータの送受信をするＬＡＮのこと。特に、Ｅｔｈｅ

ｒｎｅｔ規格の一部である「ＩＥＥＥ８０２．１１ｂ／ｇ」規格の

ことを指す場合が多い。 

も モデム  「変復調装置」の略。コンピュータから送られてくるデジタルデ

ータを音声信号に変換して電話回線に流したり、電話回線を通じて

聞こえてくる音声信号をデジタルデータに変換したりする。 

ゆ ユーチューブ 

（You Tube） 

米国・カリフォルニアのユーチューブ社が運営する動画ポータル

サイト。ユーザーが動画をアップロードし公開するサービスがある

が、著作権上の問題を引き起こすケースもある。 

 ユビキタスネットワーク 

（ubiquitous network） 

 「同時にあらゆるところに存在している」という意味のラテン語

を語源にした言葉で、「いつでも、どこでも、何でも、誰でも」がネ

ットワークに接続され、時間や空間を超えて通信できる世界や概念

のことを指す。 

り リーチＤＳＬ  Paradyne 社が開発したＡＤＳＬモデム。300kHz 以下の周波数帯域

を使用するため、従来のＡＤＳＬモデムと比べて距離による信号の

減衰やノイズの影響を受けにくい。 
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